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研 究 課 題 ゴア（インド）における多言語状況の研究

研究代表者 鈴 木 義 里（第Ⅰ類　准教授）

Ⅰ．研究の目的
本研究の第一の目的は、ゴア州（インド西南部）に

おける多言語状況の現状を明らかにするところにあ
る。そのために、土着の言語コーンカニー語が、制
度上は州公用語の地位を与えられているにもかかわら
ず、書記言語としては十分に普及していない現状を制
度面で検討する必要がある。ゴア州では現在、州公用
語のコーンカニー語、隣接するマハーラーシュトラ州
の公用語であるマラーティー語、連邦公用語（ヒンデ
ィー語）、事実上の「世界標準語」となっている英語、
南に接するカルナータカ州の公用語（カンナダ語）な
どが使用されている。その中で書記言語としては、英
語が圧倒的な優位を保っている。本研究では、ゴアで
のフィールド・ワークを通じて多言語状況の実態を明
らかにする。その際、ゴアとは対照的に土着の言語（マ
ラヤーラム語）が圧倒的な優位を保っている、ケーラ
ラ州との比較も試みる。

また、ゴアは、ポルトガルによる長期に亘る植民地
支配（1510 年～ 1961 年）をこうむったにもかかわ
らず、現在、ポルトガル語はほとんど使用されていな
い。なぜポルトガル語がかくも短期間のうちに捨て去
られたのかということを解明することも本研究の目的
の一つである。ゴアには、現在、建築物や人名、地名、
道路の標識などに、かろうじてポルトガル語の痕跡が
残っているものの、ポルトガル語が使用される場面に
はほとんど出会うことがない。同じくポルトガルの植
民地だったマカオにおいては、ポルトガル語の新聞や
雑誌などが、現在も発行されているのに対して、ゴア
ではほとんど見かけたことがない。ゴアにおけるポル
トガル語の残存と英語の隆盛を、現地での文献調査を中
心として、歴史的に跡づけることが第二の目的である。

また、この言語取替え（language shift）がこのよ
うに短期間で徹底的に起こった理由を明らかにするた
めには、植民地支配の中で、言語がどのように扱われ
ていたかを研究する必要がある。ポルトガルによる植
民地支配に関しては、すでに多くの先行研究があるが、
言語政策に関するものは、これまで、ほとんど行われ

てこなかった。そこで、ゴアが解放される以前に時間
を遡及して、ポルトガル植民地時代の言語政策を明ら
かにすることが第三の目的である。

Ⅱ．研究の経過
インドは典型的な多言語の国家である。この多言

語状況については様々な角度から研究がなされてき
た。私自身もインドのドラヴィダ系の言語を州公用語
とする二つの州と、インド・アーリア系の言語を州公
用語とする二州を対象に博士論文を書き、『あふれる
言語、あふれる文字：インドの言語政策』（右文書院、
2001 年）として刊行した。また、「インド・カルナ
ータカ州の言語政策：公用語法、教育を中心として」

（『アジア経済』XLI-2, 2002 年）などの研究を行って
きた。インドの多言語状況についての先行研究では、
国家レベルでの研究か、あるいは極めて小さな言語共
同体に関するものはあったが、連邦制（Union）をと
るインドでは、州レベルの研究が不十分である。昨年
刊行された記念碑的な論文集 Language in South Asia 

（Braj B. Kachru, Yamuna Kachru, and S. N. Sridhar, 
Cambridge University Press, 2008）においても、ヒ
ンディー語やカンナダ語などの言語に焦点を当てた研
究や、地域といった漠然とした広がりを対象とした研
究は見られるものの、州レベルでの研究は見あたらな
い。州のレベルでは州公用語への傾斜が明らかであ
る。しかし、それは連邦政府の採るヒンディー語振興
の政策と、必ずしも相容れないわけではない。州レベ
ルの言語政策の研究をする中で、近年、英語への志向
が極めて顕著になってきた。本研究を志すようになっ
た理由の一つは、インドにおける英語の位置を考える
必要性を痛感したからである。インドにおける英語
については、すでに多くの先行研究があるが、新た
に起こっている状況についての研究としては、Vaish, 
Viniti, Biliteracy and Globalization,: English Language 
Education in India, Multilingual Matters, 2008. が あ
る。州レベルではなく、デリーの一地域に関する研究
だが（デリーは州ではなく首都特別地域である）、英
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語の位置に関しても、州レベルでの研究は重要であり、
この研究もその試みの一つである。

連邦公用語は、国家としての公用語であるが、普通
の人びとにとってより重要なのは、それぞれの生活を
している地域、つまり州における公用語である。州公
用語に関しては、憲法第三四五条で次のように規定し
ている。

州議会は、第三四六条および第三四七条に規定
する場合を除き、法律（law）で州の公的な目的
のすべてまたは一部のために使用されるべき公用
語として、当該州において使用されている一つも
しくはそれ以上の言語またはヒンディー語を採用
することができる。

ただし、州議会が法律で別段の規定を設けるま
では、この憲法施行まで州で使用されていた英語
が公的な目的のために引き続き使用される。

三四六条は、
公的な目的のために連邦で使用することを許さ

れている言語は、一つの州と他の州との間および
州と連邦の間の通信のための公用語とする。

ただし、二つまたはそれ以上の州がヒンディー
語を州の間の通信のための公用語とすることに同
意するときは、ヒンディー語をその通信のために
使用することができる。

このように、各州には州公用語を定める権限がある
ことが憲法によって保証されている。一九五六年のい
わゆる言語別州再編成以降、各州では州の公用語を定
めてきた。

一九八七年二月四日、連邦直轄地であったゴア、ダ
マンおよびディウの立法議会は「ゴア、ダマンおよび
ディウ公用語法（Official Language Act, 1987）」を可
決した 。その後、公用語法は連邦政府の大統領の承
認を経て、同年 4 月 14 日に公布・発効した。さらに、
同年 5 月 30 日にはゴアは第二五番目の州として認め
られたため、この公用語法がゴア州の公用語というこ
ととなった。（以下では煩雑さを避けるため、やや不
正確ではあるが、この法律を「ゴア州の公用語法」と
して扱う。もちろん、州が成立する以前に「州公用語
法」が存在することはありえない。）

ゴア州の公用語法は全体で五条から成る、ごく短い
ものである。第一条はタイトルと適用範囲を定めたも
ので、第二条は用語の定義を述べたものである。第二

条で注目されるのは「コーンカニー語とはデーヴァナ
ーガリーで書かれたコーンカニー語の意味である」と
した点である 。ここで文字を規定したのは、憲法の「連
邦公用語」の規定をなぞったものとも考えられるが、
コーンカニー語の公用語化を推進しているのがクリス
チャンであるという批判をかわすために、クリスチャ
ンの間で一般的に使用されているローマ字のコーンカ
ニーではなく、ヒンドゥー教徒たちの間で用いられて
いるデーヴァナーガリーと規定したと考えられる。

第五条は法令の実際の発効についての規定であり、
言語そのものに関する内容は第三条と第四条というこ
とになる。

第三条の規定の中心は三つある。一つ目はコーンカ
ニー語を公的な目的のための使用言語として規定した
ことである。今一つは、「ゴア県（District）」ではマ
ラーティー語に対して、「ダマンおよびディウ県」で
はグジャラーティー語に対して、コーンカニー語と同
等の地位を与えたことである。第三は公用語法が、教
育・社会・文化の領域において（コーンカニー語では
なく）マラーティー語とグジャラーティー語の使用に
影響を与えるものではないとしたことである。なお、
ここで言うコーンカニー語とは第二条の定義に従って
デーヴァナーガリー文字で書かれたものである。

第四条では第三条に特定された諸言語（Languages
と複数形になっており、これはコーンカニー語だけで
はなくマラーティー語、グジャラーティー語を含む三
言語を指している）に加えて英語の継続使用を認める
ものである。

グジャラーティー語に関する規定はダマンおよびデ
ィウに関するものであり、ゴアが州の地位を獲得して
からは意味を成さない。マラーティー語にコーンカニ
ー語と同等の資格を与えるとした第三条の第二節は法
案（Bill）と実際に成立した法とでは異なっている。

その両者の異同は以下の通りである。

〈法案〉
マラーティー語は、

（ａ）その言語で政府と意思疎通をはかろうとす
る人びとにたいする通信
ならびに

（ｂ）政府の出版物
に使用されるものとする。
この条項に含まれる内容は教育、社会、文化の領
域でのマラーティー語とグジャラーティー語の使
用を妨げるものではない。
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〈成立法〉
行政官は、告示等によって、ゴア県においてはマ
ラーティー語、ダマンおよびディウ県においては
グジャラーティー語をも、すべてのまたは特定の
公的な目的のために使用できることを命ずること
ができる。また、それぞれの異なった目的のために
それぞれの異なった期日を指定することができる。

両者の違いは、マラーティー語・グジャラーティー
語に対する扱いが、〈法案〉に比べて〈成立法〉がよ
り包括的であるという点である。細かく個別の事情に
よって規定するのではなく、全般的なものとなったの
だ。これは、実は、中央政府から派遣されていた特使
らが、マラーティー語推進派を説得するために用意し
た妥協策だったものである。しかし、この妥協的な条
項が、コーンカニー語推進派を喜ばすものでないこと
は明らかである。もちろん、公用語法そのものがコー
ンカニー語を第一に公用語として明示しているのであ
るから、マラーティー語推進派もこの公用語法を歓迎
するものではなかった。

制度上はこのように、デーヴァナーガリー文字によ
るコーンカニー語が州の公用語ということが法律で制
定された。先にも述べたように、この法律ができたこ
とによってただちにコーンカニー語が州内のあらゆる
局面で排他的に使用されるという状況が出現したわけ
ではない。

以上のような点に関しては、私自身がすでに「ゴア
の言語紛争（1985 － 87）――言語 , 宗教 , 政治」（『ア
ジア・アフリカ言語文化研究』第 61 巻 2001 年）、「ゴ
アの言語状況――植民地支配の長い影」（『ことばと
社会』8 号 2004 年）、『もうひとつのインド、ゴアか
らの眺め』（三元社、2006 年）を発表してきた。ゴ
アは 1987 年に州の地位を獲得したが、同時期に公用
語をめぐって、コーンカニー語とマラーティー語の間
で激しい対立があった。ゴアの言語状況に関する研究
の多くはこの問題を軸としてきた。関連領域の比較的
新しい研究としては、松川恭子による “Konkani and 
‘Goan Identity’ in Post-colonial Goa, India”（『 南 ア ジ
ア 研 究 』Vol.14, 2002） や “The Formation of Local 
Public Sphere in a Multilingual Society: The Case of 
Goa”（『 南 ア ジ ア 研 究 』Vol.17, 2005） や、Pinto, 
Rochelle, Between Empires: Print and Politics in Goa, 
Oxford University Press, 2007. などがあるが、松川は
解放以後のコーンカニー語の問題を、Pinto は植民地

下における言語と出版の関係を考察したもので、この
両時期にまたがるものではないとしている。本研究に
直接つながるものとしては、ゴアのコーンカニー語の
話者たちが、この数年 TOEFL でトップの成績を維持
しているのはなぜか、という問題を考察した Kurzon, 
Dennis, Where East Looks West: Success in English in 
Goa and on the Konkan Coast, Multilingual Matters, 
2004. は、ゴアの人びとがポルトガル語を捨て去り、
英語へ転換したということとの関係を示唆している

（母語はコーンカニー語のままである）。ゴアにおい
て起こったポルトガル語から英語への言語転換の究明
は、多言語状況と英語への集中という現代の問題を考
えるために寄与するものである。

Ⅲ．研究の成果
ゴアに関しては、すでに何度か現地調査を行ってお

り、フィールド・ワークに関しても、資料の入手につ
いても、ある程度見込みが立っていた。これまでの調
査は主として州政府の文書の調査が中心だったが、今
回は、新聞や雑誌の調査も行うため、時間がかなりか
かるものと考えられた。Central Library には、独立
以前からの新聞も所蔵されているが、場合によっては
ムンバイなどでも調査をする必要があったが、時間の
制約で果たすことはできなかった。インタビューはこ
れまで、ごく断片的なものしか行っていないので、次
年度以降の調査のために、調査票を用意し、それをす
でに知己を得ている大学の研究者やジャーナリスト、
図書館の司書の協力のもとにその内容の検討を行っ
た。プライバシーの問題もあるので、質問項目はさら
に検討する必要があるということが明らかになった。
インフォーマントの選定は、次年度の調査までにお願
いしておくことになった。キリスト教徒とヒンドゥー
教徒が中心になるが、イスラーム教徒などもできれば
対象にするべきなのではないか、というアドヴァイス
を得た。また、アシスタント（コーンカニー語、マラ
ーティー語、ポルトガル語を英語に翻訳してもらうこ
とが主たる仕事）をどうするのか、という点に関して
も相談した結果、調査の規模に規定されるので、次年
度の実施の際に詳しく決めて、事前に電子メールで打
ち合わせることになった。特に、ゴア大学の Alito　
Siqueira 教授に相談に乗っていただき、今後の調査へ
の協力を依頼した。

今回予定していた調査の地域は、州都パナジーと、
マルガオ、マプサなどの主要都市が中心だったが、結
果的にはほとんどパナジーに限定されたものとなっ
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た。可能ならば、ゴア州の南に隣接するカルナータカ
州や、東と北で接しているマハーラーシュトラ州にも
調査地域を広げようと考えていた。ポルトガル支配下
にあって、この両地域に逃れたゴアの人びとがかなり
いることが知られているからである。カルナータカ州
にはコーンカニー語の話者が相当おり、ポルトガルの
支配を逃れた人間もかなりいることが、すでに分かっ
ている。マハーラーシュトラ州は、解放後の政治過程
の中で、ゴアを併合しようとしたこともあり、言語状
況を考える際には、極めて重要度が高い。ケーララ州
に関しても、可能であれば同様の調査を行うつもりだ
ったが、結果としては、ケーララ州の最北端に位置す
るカリカットを訪問したものの、ヴァスコ・ダ・ガマ
の上陸地を確認することはできたが（現在記念碑が建
っている。20 年ほど前に訪れたときとは、様相がや
や異なっていた）、それ以外には、マラーバール地域
をポルトガルがどのように支配したのかを記したマラ
ヤーラム語文献をいくつか購入するにとどまった。

ゴアにおける文書資料の収集については、すでに複
写や現物を所持しているものもあるが、まだ、十分で
はない。議会の議事録も、以前、瞥見したことがあり、
複写して検討したこともあるものの、それは、州公用
語法を制定する時のやりとりに限られている。本研究
では、時間を遡及して、解放直後のところから、可能
であれば、植民地時代からの資料も探索してみる。ど
のような資料がどの程度残っているのかという点につ
いては、これまで調査が行なわれていないため予想が
不可能であるが、すでにこれまでの訪問で知遇を得た、
現地の研究者の協力を得て、今後、できる限り多くの
資料を収集したいと考えている。今回は、数年前に復
活した、ポルトガル政府の出先機関である Centro de 
Lingua Portugesa/ Instituto Camões に も 足 を 運 び、
現在のゴアにおけるポルトガル語の状況についての情
報を得ることができた。

今回の調査はポルトガルへも及んだ。ポルトガル
では、ポルトガル国立図書館（Biblioteca Nacional de 
Porutugal）と、リスボン地理学協会図書館（Biblioteca 
da Sociedade de Geografia de Lisboa）にセンサスや
植民地時代の学校教育の資料が保存されているのでそ
の調査を行い、可能な限り複写を行った。資料はかな
り豊富なのだが、文献が手元に届くまでにかなりの時
間がかかり、実際にアクセスできた文献は、予定を大
幅に下回った。残余の資料に関しては、次年度以降と
いうことになった。ただ、ポルトガル国立図書館、リ
スボン地理学協会図書館とも館員と知己を得られたの

は大きい。文献の検索だけなら、日本からのアクセス
も可能であるが、実際に見てみると予想していたデー
タがないことや、逆に実際に手に取ってみると、想定
しなかったデータが見つかる場合も少なくないので、
やはり現地に足を運ぶことの意味は大きい。

リスボン以外でも、北部の古都ポルトや大学都市コ
インブラにも資料が残っている可能性があるので訪れ
たのだが、あいにくコインブラは、土曜日一日しか滞
在できなかったため、詳しい調査は行えなかった。ポ
ルトはその町の景観がゴアと似ていると言われている
ので、実地に見る必要があると考えて足を運んだ。資
料については、日曜日であるため、無理だろうと半ば
あきらめていたのだが、場所だけはなんとか確認がで
きた。調査の時間がもう少し長くないと必要なデータ
が得られないということが痛感された。

リスボンでは、ゴアで紹介されたポルトガル人の研
究者との交流を果たすことができた。ゴアで実際に
言語・社会調査を行った研究者たち 2 名と意見の交
換を行うことができた。一人は、Cláudia Pereira 氏、
ゴアにおけるポルトガル語の衰退に関する見解を聞い
た。Manuel Maghalhaes 氏には、ゴア社会の変貌に
ついて、彼のフィールド・ワークに基づく見解を聞き、
私の見解を伝え、いくつかの点では意見が異なったも
のの、大筋では一致をみた。両名とも博士課程の学生
という身分ではあったものの、研究所などの非常勤の
職に就いていた。

当初予定していた、解放時にゴアからポルトガルへ
移住した人びと（ポルトガルの植民地支配に協力した
ためゴアに住み続けることのできなかった人びと）へ
のインタビューは、時間的な制約のため、果たすこと
ができなかった。

以上、ゴア（インド）と旧宗主国ポルトガルを連続
して訪問することにより、両者の関係に関して、感覚
として得られたものは少なくない。リスボンの港から
七ヶ月もかけてインドのゴアにたどり着いた人びとの
日常生活は、ゴアにも影響していることが分かった。
ゴアのフォンテンニャスと呼ばれる、ポルトガルの面
影を残す地域と、リスボンの路地の雰囲気は、非常に
よく似ていた。具体的な文献資料の収集はそれほど大
きな成果を上げられなかったものの、現地でしか分か
らないことが数多くあることが分かった。

Ⅳ．研究の課題と発展
ゴアにおける多言語状況は、ポルトガルの植民地で

あったという特殊な事情に大きな影響を受けている。

四
九
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ポルトガルは、もともとは商業行為を行うためにイン
ド西海岸にやってきたものの、その後、イエズス会を
初めとして、キリスト教の布教も比重が高くなってい
った。この点は、インド亜大陸の相当な部分を植民地
化したイギリスとは大きく異なっている。

ポルトガルがキリスト教への改宗を強く求めた結
果、ゴア内にはキリスト教が根を張ることになった。
その際の言語は、ポルトガル語とコーンカニー語であ
った。他方、この地域にもともと住んでいたヒンドゥ
ー教徒たちは、マラーティー語によって教育や、宗教
行事を行ってきた。やっかいなことに、マラーティー
語は、隣接する大国、マハーラーシュトラ州の優勢言
語であり、州公用語でもあった。

ポルトガルからゴアが解放された後、マハーラーシ
ュトラ州に併合されるべきか、それとも独立した地位
を保つべきかという大きな問題が浮上した。結果的に、
独立派が多数を占めた。そこに、宗教が絡んでいた。
独立派は、主としてキリスト教徒によって担われ、彼
らは、コーンカニー語の州公用語化を主張していた。
他方、併合派は、ヒンドゥー教徒によって担われ、彼らは、
マラーティー語も公用語にすべきであると主張した。

結果的には、前述のように、コーンカニー語がゴア
州の公用語になった。しかし、問題は、それだけでは
なかった。実は、コーンカニー語は、マラーティー語
やヒンディー語と同じ、デーヴァナーガリーでも、ロ
ーマ字でも、そしてカンナダ文字やマラヤーラム語で
も書かれてきたという経緯がある。ゴアの州公用語は、
デーヴァナーガリーを使うことを含んだものだった。
ところが、キリスト教徒たちは、ローマ字によるコー
ンカニー語を使用してきたという歴史がある。

今回ゴアを訪れた結果、この文字の問題が極めて重
要であることを確認することができた。さらに、実は、
ゴアにおける英語の普及という問題についても、重要
なテーマであることが（すでに見通しはあったが）改
めて確認できた。

今後の課題としては、長期間に亘る植民地支配を行
ったポルトガルの言語政策を明らかにし、解放後のゴ
アにおいて、言語に関して、どのようなことが実際に
起こったのかを明らかにする必要がある。そのために
は、現地におけるインタビューなどが必要と思われる。

＊煩雑さをさけるため、注はつけなかった。

五
〇




